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令和５年度補正予算案 

◎令和５年度補正予算要求額 ： ４２．４億円

１．次期総合防災情報システムの構築等（８．８億円）〔うち、デジタル庁一括計上予算８．８億円〕 

○次期総合防災情報システムの整備・運用等（５．６億円）

総合防災情報システムの安定運用を継続するため、令和６年度に予定している現行システムと次期シス

テムの切り替え（並行運用）に向けて、データの初期設定、映像情報を取り込むための防災 IoT インターフ

ェースの構築等を行う。 

また、次期総合防災情報システムを利用した ISUT（災害情報を集約・地図化して提供する災害時情報集

約支援チーム）の活用を促進するため、地方公共団体等への ISUT 活用研修に向けた資料作成等の準備

を実施する。 

○次期物資調達・輸送調整等支援システム設計・構築（３．２億円）

物資調達・輸送調整等支援システムは、国と自治体との間で、被災者への支援物資の調達・輸送等  

に必要な情報を共有し、調整業務を効率化することにより、迅速・円滑な物資支援を実現している。災害時

の応急活動に沿った利便性の格段の向上、平時の備蓄管理等の容易化を図るため、現行システムの課題

や本年度に行っているシステム最適化に向けた調査等を踏まえ、次期システムの設計・構築業務を実施す

る。 

２．災害発生時の対応の強化・推進（４．２億円） 

○相模トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動の推計に係る検討（０．２億円）

首都直下地震対策に資するよう、相模トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動の推計をとりまとめるた

め、南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会で得られた最新の知見に基づき、地盤構造モデル

の見直しを行う。

○各火山地域の特性を踏まえた火山防災対策の推進（０．１億円）

活動火山対策特別措置法の一部改正により措置された、集客施設等における避難確保計画作成等へ

の市町村等による援助の取組を、国として適切に支援し、全国の避難確保計画の作成促進を図るため、具

体の課題や解決方法の調査・検討を実施する。

〇住民の火山防災意識の向上（０．２億円） 

  活動火山対策特別措置法の一部改正により、国民に広く活動火山対策について関心と理解と深めるた

めに、「火山防災の日」（８月26日）が制定されたことを踏まえ、「火山防災の日」をはじめとする火山防災に

対する国民への普及啓発を図る。 



 
 

 

〇デジタル技術を活用した防災教育の推進（０．１億円） 

    子どもたちが、より現実的なシミュレーションを経験しながら、地域の災害リスクを認識し、適切な避難行動

等を身に付けることができるよう、デジタル技術を活用した防災教育の充実強化を図る。 

 

 〇災害中間支援組織の設置・機能強化（０．４億円） 

     都道府県域でNPO等の多様な主体による被災者支援活動を調整する「災害中間支援組織」の設置・機

能強化を支援するため、モデル事業を実施する。 

 

○防災分野のデータ流通促進のための調査検討業務（０．６億円） 

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年６月９日閣議決定）に基づき、防災分野全体でのデ

ータ流通の促進に向け、災害対応機関間でデータ共有を行う次期総合防災情報システムと、他の用途・関

係機関間の情報流通基盤（例：防災アプリ間連携等のデータ連携基盤等）との効果的な連携形態等の検討

を行う。 

 

○災害時における一人一人に寄り添った支援に必要な連携体制強化事業（０．１億円） 

災害ケースマネジメントなど一人一人に寄り添った支援の推進及び個別避難計画の未着手団体の解消

を図るため、全国レベルの官民連携体制を構築することにより、地方公共団体レベルの官民連携の気運醸

成、関係づくりの円滑化を促進する。また、個別避難計画について、有識者等が、市町村による計画作成

を現場で支援し、未着手団体の解消を目指す。 

 

〇災害救助法に基づく救助費用の求償手続きの効率化に関する業務（０．８億円）  

災害救助法に基づく救助費用の求償手続きの効率化に向けたアプリケーションソフトウェアの設計・構築

を行う。 

 

〇中央防災無線網の円滑な運用のための設備整備（１．５億円） 

端末設備（映像配信、PC、電話等）と各種回線（衛星、多重無線、光）を接続するネットワーク設備におい 

て、機器の更新、設備の集約を行うとともに、衛星通信サービスへの移行による指定公共機関との低コスト

な通信サービスを実現する。 

 

○四国現地対策本部改修事業（０．３億円） 

南海トラフ地震における政府の災害応急対策活動のため、四国に設置されている現地対策本部用の施

設が一部移転することに伴い、情報通信回線（中央防災無線網）の移設及び機器設置を行う。 

 

３．被災者生活再建支援金補助金 等（２９．４億円） 

・被災者生活再建支援金補助金（１８．６億円）   ・災害救助費等負担金（９．４億円） 

・災害援護貸付金（１．４億円） 

 

（注）四捨五入の関係で合計等は必ずしも一致しない。 
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郵便番号 １００－８９１４ 

東京都千代田区永田町１－６－１ 

中央合同庁舎第８号館３階 

内閣府政策統括官（防災担当） 

電話 （０３）５２５３－２１１１（大代表） 

ＵＲＬ http://www.bousai.go.jp 

内閣府 
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